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1．法律と市民
　法律は正直者の味方でしょうか。少々唐突ですが、まず、この質問から話
を始めたいと思います。日本国憲法は、すべての国民を個人として尊重し、
生命、自由および幸福追求に対する国民の権利については、立法その他国政
の上で、最大の尊重を必要とすると規定しています（13条）。ですから、法
律の制定にあたっては、国民各自の権利が最大限に保障されているはずです。
しかし、実際のところ、法律は、私たちの正当な権利を守ってくれるもので
しょうか。私たちは、法律によって個人として尊重されているのでしょうか。
こうあらたまって質問されれば、どうも首をひねらざるを得ません。むしろ、
法律は、法律を悪用するずる賢い者に味方をし、法律を動かすことのできる
強者の側に都合よく機能しているように、思えるのです。
　たとえば、天下りの問題にっいて考えてみましょう。天下りは、法律に
よって明確に禁止されています。国家公務員法103条2項によって、「職員は、
離職後2年間は、営利企業の地位で、その離職前5年間に在職していた人事
院規則で定める国の機関と密接な関係にあるものにっくことを承諾し又はっ
いてはならない」と規定されているのです。この規定は昭和23年に改正され
たものですが、その当時から、行政と関係企業との間の人事を通じた関係の
形成に関しては、特別の配慮がなされていたのです。しかし、立法当時は少
数しか存在していなかった公益法人や特殊法人がその後増大し、これらが高
級官僚たちの天下りの受け皿になってゆきました。ゼネコン問題が取り上げ
られた際、ゼネコン各社の役員に建設省や運輸省出身の天下り役員があまり
にも多いことに驚かされましたが、その中の多くの者たちは、公益法人・特
殊法人を経由して、ゼネコン各社に役員として迎えられています（堤和馬
r官僚天下り白書』岩波ブックレット20頁参照）。天下りの禁止期間が2年
間であるという点にも法律上の問題がありますが、その2年間にっいても
しっかりとした抜け道があるのです。結局、天下りは大手を振って行われて
きました。そして、高級官僚たちの行為はなんら法律に違反するものではあ
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りません。
　次に少々卑近な例を紹介します。私は大変優良ドライバーで（？）、これ
まで無事故無違反で通してきました。しかし、先日、はじめて交通切符を切
られてしまいました。その日はとくに余裕をもって運転していたのですが、
後ろからパトカーが近づいてきて、スピーカーでr前の車、左によって止ま
るように」と合図をするのです。私に対して合図をしているのですが、私自
身はどうしてパトカーに止められるのかまったく理解できませんでした。釈
然としないまま停車しますと、警察官がやってきて、一時停止違反だといい
ます。聞くと、国道に入る前に止まれの標識があり、そこで一時停止しな
かったからだと言います。その道は、立体交差になっていて、下の道から国
道に入る場合、そのまま合流する形になっています。こうした場合、止まれ
の標識がある場合と注意の標識がある場合があるのですが、ここには止まれ
の標識があったのです。しかし、私は、十分に減速して右から車が来ないの
を確認して出ていったのでした。実際、道は大変空いていました。明らかに
このパトカーは「カモ」を待っていたのです。
　ここでこんな例を紹介しましたのは、単に腹立ち紛れのためばかりではあ
りません（それも多少ありますが）。法律は、常に一定の目的をもって制定
されるわけですが、いったん制定されると、運用の段階で、当初の目的とは
まったく違った形で運用されるということを示したかったのです。道路交通
法は、当初、交通事故の防止と円滑な道路交通の維持とを目的として制定さ
れたものです。だから、そこに加えられた罰則規定は、事故防止・円滑な道
路交通の維持に支障をきたすような行為を取り締まればよいわけです。しか
し、警察としても、趣旨に合致した違反行為たとえば暴走行為などを取り締
まることは容易ではありません。警察官自らも危険を冒さなければなりませ
ん。ですから、警察官も取締りのしやすい方法で違反者の摘発を図ることに
なります。交通違反の取締りは、道路交通法上の目的を離れ、取締り自体が
自己目的化してゆくのです。また、先に挙げた国家公務員法の場合も、公益
法人や特殊法人の増加によって、天下りを禁止しようとした当初の目的を離
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れ、逆に法律が天下りに正当性を与えるようになります。
　法律は施行されると同時にその本来の意義を急速に失ってゆきます。それ
は、法律を運用する者あるいは利用する者が、本来の立法趣旨とは別の目的
をもって法律を利用し始めるからです。こうした傾向は、法律を運用または
利用する者たちのモラルの問題でしょうか。それもあるでしょう。しかし、
法律は元来そうした宿命を背負わされていると考えた方がよいのではないで
しょうか。法律自体が私たちの生活を守ってくれるなどというのは単なる幻
想に過ぎないのです。
2．法が姿をあらわすとき
　さて、別の例を挙げたいと思います。最近、情報公開の問題が盛んに議論
されていますが、私が住んでいます栃木県小山市では、すでに1987年に情報
公開条例が制定されています。しかし、最近まで、情報公開審査委員会に対
する異議申立ては1件もありませんでした。実は、私は、3年前より情報公
開審査委員を委嘱されているのですが、引き受けた理由も、前任者である経
営学部の石倉洋子先生から、実際の審議はなく年に1、2回集まるだけだと
言われたからです。
　ところで、条例を広義の法律と解した場合、情報公開条例はr法」として
存在しているといえるでしょうか。これは奇妙な質問に聞こえるかもしれま
せん。もちろん、書かれた文書としての条例は間違いなく存在しています。
しかし、市政に関する情報を公開するというルールは、それを活用するか、
または事あれば活用してやろうと思わない限り、私たち自身にとって、法と
して存在するとは言い難いのではないでしょうか。ここで、‘‘法律”ではな
くて‘‘法”という言葉を用いました。法とは、目には見えませんが、私たち
の社会関係を実際に規律する一定のルールの意味です。法律とは、国家や地
方公共団体によって制定された文書としての法規のことです。
　しかし、昨年はじめて、情報公開審査委員会に不服申し立てが行われまし
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た。この申立てを行ったのは畑さん（仮名）という74歳になる女性です。申
立ての内容は、自分の治療を担当した病院が自治体に保険料を請求するため
に自治体に対して提出する医療費の明細書（診療報酬明細書、レセプトとい
われる）を見せてほしいというものでした。ここでは、審査会の内容を詳し
く述べることはできませんが、結論としては、審査会は、市に対してレセプ
トの開示を求める答申を行いました。小山市はこれに従い、申立人にレセプ
トを開示しました。小山市は関東地区では最初にレセプトを開示したことに
なります。
　畑さんがレセプトの開示を勝ち取るまでには、何度も市役所に足を運び、
理由書などを作成し、かなりの時間と手間とがかかっています。しかし、畑
さんが勇気をもってそれを実行したとき、畑さんは、法律（条例）によって、
自分自身の権利を主張できることを確認しました。この問題はテレビの特集
番組でも取り上げられ、その際の畑さんの生き生きとした顔が忘れられませ
ん。そして、それは情報公開条例が法としての存在を主張した瞬間でもあっ
たのです。
　こうしてみますと、法とは、誰かが（それは国や地方公共団体である場合
もあれば、悪徳消費者金融業者である場合もあれば、畑さんのような一市民
である場合もある）、それを利用しようとするときに始めて立ち現れてくる
ものといえるでしょう。法律は、それ自体が、弱者を保護したり、正直者を
守ったりするわけではありません。法律は、そうした目的のために活用しよ
うとする場合にだけ、法としてその姿を現すのです。ですから、法律は、
もっともそれを利用しやすい立場にある行政サイドの都合のよいように運用
されがちになるのですが、同時に、私たちが一定の目的を実現しようとする
場合にも同様に活用できるものなのです。先に、「法」とは、すでに定立さ
れた法規を意味するものではなく、社会の中に実際に存在するルールだと言
いましたが、むしろr法」とは、そのルール形成に向けた個人の実践そのも
のだと言えるのではないでしょうか。
　ここで、r権利のための闘争』から次の一節を引用しておきたいと思いま
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す。r法とは不断の努力である。しかも、たんに国家権力の努力であるだけ
でなく、すべての国民の努力である。法の生命の全体を一望のもとに見渡せ
ば、我々の眼前には、すべての国民の休むことのない競争と奮闘の情景がく
りひろげられている。・…・・自分の権利を主張しなければならない立場に立た
された者は、だれしもこの国民的作業に参加し、それぞれの持っ小さな力を、
この世での法理念の実現にふりむけるのである。」（イェーリング著／小林・
広沢訳r権利のための闘争』21頁）。
3．法学を考える視点
　ところで、大学の法学部で学んだことが、社会に出てから役立たないとい
うことはよく聞かれるところです。法学部を出て直接、法律関係の仕事に就
く者はごく一部にとどまり、多くの学生は一般企業に就職します。しかも、
企業は大学教育にはあまり期待せず、社内研修を自前で行っているところが
多いようです。
　そこで、法学教育の分野でも、最近では、社会における有用性を念頭に置
いたrリーガル・マインド（法的思考）」ということが強調されるようにな
りました。リーガル・マインドは多義的な概念ですが、何らかの紛争が生じ
た場合に、法に照らして適切に問題の解決を図ることのできる能力と考えて
よいと思います。そして、リーガル・マインドの教育を語る場合、具体的に
念頭に置かれているのは、アメリカのロー・スクールにおける教育形態であ
ることが多いようです。ロー・スクールでは、主としていわゆるソクラテ
ス・メソッドと呼ばれる問答形式の授業がなされます。教授があらかじめ具
体的事例を提示し、学生に対して事前に判例や学説を調べさせ、授業はその
事例をどのように考えてゆくか、教授と学生たちの問答形式で進めてゆく方
式です。こうした方法は、どうしても一方通行になりがちな講義形式に比べ
れば、学生が主体的に考えてゆかなければなりません。また、事例について
具体的に考えてゆく点で、講義形式に比べれば実践性の高いものだと思いま
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す。私も、ゼミナールでは一一部こうした形式を採用しています。しかし、大
学における法学教育を考える場合、最初に強調されるべきものはリーガル・
マインドなのかと言われれば私にはそうとも思えません。この点にっいて、
簡単に法学教育の歴史を辿りながら考えてみたいと思います。
　法学教育の始まりは近代国家の形成と軌を一にしています。明治初期に法
学教育が始まったときから、わが国の場合、帝国大学法学部は国家による特
権的な官僚養成機関として発足しています。これは、西欧から継受された近
代法を実際に運用する官僚の養成が急務であった当時の状況からしますと必
然的なものでした。私立の法律学校は、主として在野法曹としての代言人
（弁護士）の養成を目的として創設されました。私立の法律学校の中には、
自由民権運動とのつながりをもったものもありましたが、私学出身の学生を
判事試補に登用する制度などが創設される中で、急速に非政治化してゆきま
した（吉井蒼生夫r近代日本の国家形成と法』205頁以下）。すなわち、それ
が官僚養成であれ、在野法曹の養成であれ、法学部は、国家秩序の一翼を担
う人材の育成にその主眼があったのです。
　しかし、戦後、日本国憲法の制定により、教育の理念は根本的に転換しま
した。教育基本法第1条は、r教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家
及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたっとび、勤労
と責任を重んじ、自主的精神に満ちた心身とも健康な国民の育成を期して行
われなければならない。」と規定しています。また、大学も新制大学に組み
替えられるなか、多くの官立諸学校や私立の専門学校が大学に移行しました。
さらに、その後、高度経済成長に中、大学の大衆化が進み、数多くの法学部
が作られ、その学生数も増大しました。
　この時点で、法学教育のあり方に関しても根本的に問い直される必要が
あったのです。しかし、高度経済成長期を迎え、r法学部の学生はっぶしが
きく」などとして法学部卒業生はあまり就職に困らないという背景もあり、
官僚養成を念頭に置いた教育内容自体に反省が加えられることはありません
でした。
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　最近の法学教育にっいての議論の中で、大学が大衆化したのだから講義の
レベルを下げろとか、多くの学生が企業に就職するのだから企業で使える法
律を教えろとかいう主張をよく聞きます。しかし、こうした考え方の根底に
は、元来、法学部は官僚養成または法律家養成の一翼を担うべきものだが、
多くの学生は法律職に就くわけではないのだから、レベルはもっと低い水準
でよい、または、学生の多くは企業に就職するのだから、企業人の養成を図
るべきだという意識があるようです。この意識は戦前の教育観を受け継いで
います。しかしながら、法学部教員の中にも存在するこの考え方こそ、法学
教育を決定的に誤らせている元凶であると私には思えるのです。
　この問題を検討するために、先程触れましたアメリカにおける法学教育に
ついて考えてみましょう。実は、アメリカの大学には法学部はありません。
こういうと驚かれる方もいるのではないかと思いますが、先程紹介したアメ
リカのロー・スクールは、日本でいえば大学院にあたるものなのです。ロー・
スクールは、大学において、さまざまな専門分野すなわち経済や経営や医学
や物理などを勉強した多様な者たちが、法律の専門職にっくための教育を受
けるところです。アメリカでは、大学は基本的に一般教養（リベラル・アー
ツ）を磨くところと考えられているのです。こうした考えの根底には、アメ
リカでは技術的な事がらを学ぶ前に、大学で学ばなければならない事がらが
あり、法技術上の問題は、そうした職業に就こうとする者がその後で学べば
よいという考え方があるように思います。
　このように見てゆきますと、戦後のわが国の法学教育は、官僚養成や法曹
養成ではない、それ以前になすべき教育、すなわちアメリカの場合のリベラ
ル・アーツにあたるものを学ぶ場として考えるべきなのではないでしょうか。
そして、戦後のわが国では、実際上の要請としても、学ばなければならない
教養が存在しました。それは、教育基本法第1条に明記された民主主義教育、
言い換えればr市民になるための教育」です。従来、法学教育は官僚養成・
法曹養成を目的にしていたわけですから、彼らはエリートとして国家形成の
一翼を担ってゆきました。しかし、日本国憲法は、国民自身が社会の形成者
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であることを示しました。それゆえ、民主主義教育は、官僚にならない者に
とっても、法律家にならない者にとっても、すべての国民にとって必要なも
のであるはずです。
4．市民になるための法学
　r市民になるための教育」の必要性を別の観点から眺めてみましょう。最
近、少年による凶悪犯罪の発生を契機として、マスコミで盛んに、青少年た
ちの社会性の欠如ということが指摘されています。他人の迷惑を顧みない、
他人の痛みを理解しない青少年たちが大量に生まれており、その結果、他人
の人聞性を完全に否定した凶行が引き起こされているのだという指摘です。
この真偽の程は十分に検討されなければならないところでしょう。しかし、
ここでは、一応、事実として話を進めさせてもらいます。さて、子供の社会
性を培うのは、家庭、学校、社会などにおけるしっけや教育ですので、社会
性の欠如をもたらしているのは教育のあり方ということになります。そして、
社会性のない子供の大量発生の原因としてやり玉に挙げられているのが、戦
後の民主主義教育です。すなわち、民主主義教育を批判する論者は、戦後の
教育は自由や権利ばかり教えて義務を教えないので、自分の権利ばかり主張
し、社会のルールを守らない子供たちが作り出されてしまったのだと主張し
ます。
　しかし、これは民主主義教育の問題でしょうか。私は教育を行うには常に
権威が必要だと思います。かつて、教育の権威を支えてきたのは、天皇制秩
序であり家父長制でした。しかし、それが否定され、あるいは崩壊する中で、
教育の権威を支えるべきものはr民主主義」の思想、すなわち自分たちで自
分たちの社会生活を守り改善してゆく思想であったはずです。しかし、それ
まで教師も親も自分のよって立っべき基盤を天皇制や家族制度の中に求めて
きたわけですから、民主主義が何たるかを自覚することは困難でした。結局
のところ、核家族化が進む中で、父親は会社に取り込まれ、その教育機能は
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放棄されます。また、かって天皇制によって支えられていた教師の権威は低
下してゆきます。
　すなわち、青少年の社会性を酒養できない点で戦後教育が失敗であるとす
るならば、それは民主主義教育の失敗ではなく、民主主義にっいてなんら教
えられてこなかったところの失敗であるように思われるのです。
　もちろん、これは教育全体の問題です。法学教育だけの問題ではありませ
ん。しかし、戦前において、法学教育が、天皇制官僚秩序を支えていたよう
に、戦後において法学は民主主義的法秩序を支えなければならなかったはず
です。国民主権という基本理念を考える学問が憲法であり、その歴史的意義
や限界について考える学問が政治学です。また、市民として私的秩序をどの
ように形成してゆくかを学ぶ学問が民法（市民法）です。さらに、具体的に
市民として社会的活動を行う場合、行政法や訴訟法など法律に関する知識が
不可欠です。すなわち、r市民になるための教育」のバックボーンとなる考
え方は法学の中にあります。
　現在、大学生の多くは4年次には就職戦線に巻き込まれ、いやがおうでも
会社人闇にならざるを得ない現状にあります。企業は利潤の追及という目的
がありますから、物事を考える場合、そうした観点を優先せざるを得ません。
しかし、その危険性は公害問題をはじめとする環境問題が示している通りで
す。また、マスコミ報道における人権意識の欠如は目を覆うばかりです。ま
た、薬害エイズにおける厚生省対応に示されるように、官僚機構は、組織自
体の存続という自己目的性を持つようになるので、もしそれを行うことが人
類を奈落の底に陥れることであろうとも、官僚組織自体に都合の悪いことを
修正することは容易ではありません。それが軍隊であれ、行政機関であれ、
企業であれ、その組織内の利益、組織体の存続が最優先される点では同様な
官僚機構です。
　それゆえ、大学の使命は、このr閉じられた論理」に疑問を提示し、より
広い視点から物事を考えるところにあるように思います。ここで、市民的視
点といっているのは、個人あるいは一定の利益集団の利害を超えて、社会の
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あり方を見っめ直す視点です。法学を一定の個人・集団の利益と結びつけよ
うとすると、その専門性は高められるかもしれませんが、市民としての自由
な発想、自発性は弱められ、主体的に法を創ってゆこうとする“力”は失わ
れてゆきます。
　先に私は、法学教育で最初に考えるべきものはリーガル・マインドとは違
うのではないかと述べました。それは、リーガル・マインドは一定の問題が
生じた場合にいかにして問題解決を図るかという視点ですが、まずもって私
たちに必要なのは、問題を作り出してゆく視点だと思うからです。自分たち
がよりよい生き方をするためには社会はどうあるべきか、私たちに何ができ
るのか、こうしたことを積極的に考えてゆくところにこそ民主的法学の醍醐
味があるはずです。この新たな問題を作り出して行くカこそ、社会発展の原
動力です。
　こうした視点を、私はここでr市民としての力」と名付けたいと思います。
r市民としてのカ」とは、α）一定の問題意識を持ち、（2）現実社会にコミット
し、（3）そこから抽出される問題点を分析・検討し、（4）解決のために自分たち
に何ができるのかを考え、実行する力です。こうした力を養って行くことは、
私たちが法律専門家になるかどうかにかかわらず、自分は奴隷ではないと自
負する社会の構成員すべてにとって必要なことであると思います。より一層
法学の問題に引き寄せれば、私たちがよりよい生き方をし、よりよい社会を
つくってゆくためには、どのように法を活用してゆくか、また、法をどのよ
うに創り出してゆくかということを考える視点です。私たちにとって、法は
大いに活用して行くべきものであり、あるいは批判の姐上に乗せて改善して
ゆくべきものです。
5．　「福祉と人権」演習の試み
　これまでの話で、r市民の法学」の方向性や基本的な考え方にっいてはお
分かりいただけたと思います。しかし、まだ具体的イメージは湧いてこない
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かもしれません。そこで、私が、一昨年度より、石河不砂（ふさ）先生と一
緒に実施しているr福祉と人権」と称するr市民の法学」へ向けたささやか
な取組みを紹介しながら、r市民の法学」の中身を敷術したいと思います。
　私は、常々、何らかの形で社会とのかかわりをもった授業があってもよい
と思っていました。そんな中、当時、栃木市で民間の在宅障害者支援セン
ターのセンター長をされていた石河先生からその活動にっいて話を伺う機会
がありました。その活動内容は私にとって大変興味深く、白鵬大学でも福祉
施設におけるボランティア活動をメーンにした授業ができないだろうかとい
う話になりました。
　しかし、実際に授業科目として始めようとすると、すぐ壁にぶっかりまし
た。まず、そうした講座を入れ込む部分がカリキュラム上存在しないという
ことです。大学で新しい講座を設けるのは手続上なかなか容易なことではな
く、通常は、3、4年の準備期間が必要です。さらに、講座を担当するには、
それなりの資格が必要です。私はいわゆる社会福祉の専門家ではありません
（ちなみに専門は刑事法です）。そこで、仕方なく、r法学特殊講義」という
比較的自由に科目設定できる部分に着目し、ボランティア講座を法学と結び
付けた演習講座という形に組み替えることにしました。それでも、どうして
専門が刑事法の人間がr福祉と人権」なんだという当然の批判を浴びました
が、福祉活動を続けられている石河先生が実際上の指導を担当し、私は法的
側面と各福祉施設との間の連絡係ということで、半ば無理に押し込んでも
らったのです。以上のように、実践的授業と法学との結びっきは偶然のもの
でした。
　これに加えて、ボランティア講座と一線を画した理由として、ボランティ
ア活動に単位を付与することの矛盾というナイーブな問題がありました。ボ
ランタリーな活動を授業の単位と結びっけると、その活動が単位を取るため
のr仕事」に変質してしまう危険性があります。実はこれはボランティア講
座ばかりの問題ではなく、r自発性」を酒養するための教育を「強制」でき
るかという教育の本質にかかわる大きな問題です。私自身この点にっいて確
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たる考えもありませんでしたし、また不要な誤解を避けるために、ボランタ
リーな活動を行うこと自体を講座の目的とするのではなく、市民的活動の考
え方および法や行政との関わりを考えてゆくという方向で講座を再編成する
ことにしました。
　以上から分かりますように、r福祉と人権」を実施するにっいての試行錯
誤は、私にとってr法学」教育に対する模索の始まりでもあったのです。
　講座は、福祉施設における体験学習をメーンとするものですが、3っの部
分から構成されています。まず、福祉を取り巻く法と行政のしくみなどにつ
いて講義を行い、続いて夏休み等を利用して3つの異なる施設で2日間づつ
体験学習を行い、その後で体験学習から感じ考えたことを参加者全員でディ
スカッションするという構成です。体験学習先としては、ホームヘルパー同
行、特別養護老人ホーム、知的障害児の更生施設、民間の共同作業所、在宅
障害者支援センターを選びました。学生たちには任意にこの中から3っを選
ばせました。
　この講座の内容について、ホームヘルパー同行を例として、先程提示しま
した私の考える法学のあり方の図式の中で説明したいと思います。
（1）問題意識　講座を受講した学生はカリキュラムの関係上、1年次生中心
になりましたが、その他に学生リーダーとして3、4年次生にも参加しても
らいました。学生の参加動機はまちまちです。将来福祉の職に就きたいとい
う者や、実際に高齢者と同居しているので身近な問題であったという者など
が目立ちました。
　問題意識としては、この段階ではみんな漠然としています。私自身、学生
に説明するために、にわか勉強で老人福祉法や身体障害者福祉法に目を通し、
老人福祉、障害者福祉の法構造にっいて大ざっぱな説明をしました。ともか
く、共通の問題意識としては、21世紀には、国民の4人に1人が65歳以上と
いう高齢化社会を迎える中、高齢者や障害者との共生は、もはや専門家や家
族だけに委ねられる問題ではなく、私たちすべてが市民として考えて行かな
ければならない問題だという認識です。こうした問題に私たちはどのように
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取り組むべきかを考えてみようというわけです。
（2）体験学習　最初に実施された体験学習が、ホームヘルパーに同行して高
齢者および身障者の介護の手伝いをするものでした。小山市の場合、ホーム
ヘルパーは福祉部高齢福祉課でとりまとめており、午前中2時問、午後2時
間という形で高齢者等を訪問しています。学生はひとりづっホームヘルパー
の方に一緒にっいて、介護等の手伝いや高齢者の話し相手をしました。また、
体験学習の後、体験の内容および闇題点等について気の付いた点を記録簿に
まとめておくようにしました。
（3）問題点の分析・検討　体験学習の効果は目に見えて現れました。今まで
非常におとな，しかった学生も、体験の中で身をもって在宅介護の実態を知り、
そこにある問題点にっいて認識するようになります。私自身そうした体験を
したことがありませんので、学生の話は大変新鮮でした。体験学習参加者が
複数であれば、多様な問題点が提示されると共に、共通する問題点を抽出す
ることができます。
　ホームヘルパー同行の中で確認された主たる問題点は、①高齢者・身障者
にはタクシー券が給付されているが、初乗り料金までなので、遠方の病院等
にゆく場合交通費がかなりかかり、それが家計を圧迫している点および交通
手段が確保されていない点、②ホームヘルパーの人数・待遇の問題および男
性ホームヘルパーがいない点、③市の福祉職員の専門性の問題などでした。
（4）解決策の模索　さて、体験学習から以上の問題点が抽出されたので、そ
の現状にっいて確認するために、学生と共に、小山市の高齢福祉課へ現実の
対応を尋ねてみることにしました。そこで、次のような点が確認されました。
①にっいては、タクシー券の発給は年間一定の予算の中で対処しなければな
らないので、一律にしておく必要があること、個々の障害者の現状に合わせ
て支給されるタクシー券の枚数などに差をっけると、障害福祉課で認定のた
めの膨大な事務を抱え込むことになること、また、対象者は1200人程度いる
が、実際にタクシー券を取りにきているのは3割程度であることなどが確認
されました。②にっいては、ヘルパーは行政ヘルパーと登録ヘルパーとに分
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かれており、行政ヘルパーは福祉事務所と社協とに10名いるが、すべて臨時
職で6か月ごとに更新されること、給与は他の職員と比べ低い水準にあり、
昇給も他の職員のようにはなされないこと、登録ヘルパーは現在38名で時間
給であることなどが確認されました。③にっいては、公務員には異動がある
ので、専門家を雇うことが難しいなどの回答を得ました。
　以上の回答を持ち帰りもう一度検討しましたが、いずれも容易に改善策を
提示できるような問題ではありません。しかし、ディスカッションのなかで
明らかとなったのは、学生が体験学習で見聞きしたのは個別のケースであり、
しかも要望を直接聞いたものではありませんので、在宅の障害者や高齢者の
要望について、一度全体的なとりまとめを行なう必要があるという点でした。
実際のところ、利用者にいかなる要望があるかという点に関しては、行政に
おいても十分に把握しているとは言えない状況でした。
　解決策を模索しようとして到達した結論は、在宅の障害者や高齢者の現状
や要望を把握する必要があるというものでした。っまり、ここにきて、また
（1）の問題意識の部分に戻ったことになります。しかし、それは半年前の問題
意識とは違います。問題に対する認識は明らかに深まっており、問題意識も
一層明確になってきています。
　今後、この演習がどのように展開するかは私自身にも定かではありません。
ただ、この演習を通じて私が確認したことは、r議論というものは、一定の
社会体験がある場合にのみ成立しうる」という事実です。一定の問題にっい
て、学生に議論をさせようとしても、体験的裏付けがない場合、学生は自ら
の意見を表明することに困難をおぼえます。法学は常に一定の社会問題に対
する解決方法を模索するものですから、議論する者の中に、それを問題であ
ると感じる意識が必要なのです。船曳建夫氏は、民主主義を支えるものは単
なる知識ではなく、行為と結びついて習い性として身に付いた‘‘からだ”で
あるという興味深い指摘をしています（小林康夫／船曳建夫編r知のモラ
ル』288頁）。r市民の法学」とは、民主的な行動を習い性とするようなから
だを作りあげることと言い換えてもよいかもしれません。
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　しかし、これは同時に、こうした教育を実施することの困難性をも示して
います。先にも述べましたが、大学の授業は単位の取得と結びついています
ので、実習に参加する学生の意識は、単位を取るために仕方なく施設におも
むくという方向に実に容易に流れてゆきます。教員としても、学生が受け身
モードに入ってしまった場合、いかんともしがたいものです。参加者の自発
的活動を洒養することを目的とする教育は、その前提としても、参加者の積
極的な関与を要求するのです。そもそも、自発性を洒養する教育なるものが
実際に存在しうるのか、r福祉と人権」の試みは、この本質的な問いに対す
る答えを捜し出すための試行錯誤ともいえます。
6．市民とは何か？
　法学教育のあり方に関するこの小論は、地域の身近な生活体験のなかに問
題意識をもって、自分たちがいかにそうした問題にかかわってゆくかという
視点からr法」の問題を考えるべきだという方向性を提示しました。しかし、
たとえば介護保険法の問題などを考えてみても、そうした方向性をっきっめ
てゆけばゆくほど、問題は身近な共同体だけでは解決できず、国家の法およ
び政治のあり方にまで踏む込まなければならないことが明らかになってゆき
ます。
　ところで、もともと、r市民」とは、ギリシアの都市国家ポリスに由来す
るものです。それがローマに至りキヴィタスとなり、中世の都市へと受け継
がれています。当時は、小山市というレベル、いや一層小さな行政単位がひ
とっの国家だったわけです。市民は同時に国民でした。ですから、当時は、
特別な創造力を発揮しなくても、国家自体をひとっの共同体として認識する
ことができました。しかし、今日の国家はrわが町」というレベルで捉える
ことができません。国家は、自分たちでは分からない、自分たちではどうに
もならないところと認識されやすいのです。ここに現代市民論の難しさがあ
ります。
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　しかし、一方において、このところの情報環境の激変は、新たな市民像の
可能性を提示しています。インターネットの広がりなどにより、全国規模ま
たは全世界規模の市民活動のネットワーキング化が図られ、地域に縛られな
い市民の可能性が見えてきました。市民は、一定の地域に居住する住民とし
てのみ捉える必要はなく、むしろ、問題意識を共有し、問題解決に向けた一
定の活動を行いまたは行なおうとする者たちの集まりと捉えるべきかもしれ
ません。
　ともかくも、新しい法学の模索は、同時に新しい市民像の模索でもありま
す。そして、法律の解釈論から踏み出し、法学を、あるべき社会のルールを
定立するための積極的活動という観点から眺めたとき、法学の可能性は限り
なく広がるように思われます。
＊本稿は、r宇宙超出をめざす人たちの17話一沢登佳人先生古稀記念論集一』
　（1998年、白順社）に掲載した論文に若干の加筆・訂正を施したものです。
（本学法学部助教授）
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